
１　緒　　言

　環境大気中において光化学反応により生成

する酸性総酸化物を、光化学オキシダント

（以下、Oxと記す）と呼ぶ。

　Oxの生成の主要な原因となる物質は、固定

発生源ならびに移動発生源から排出される非

メタン炭化水素（以下、NMHCと記す）およ

び窒素酸化物（以下、NOxと記す）である。

　光化学反応における生成物質であるOxの

濃度は近年増加し続けている。著者は前報で、

１９８６年度から１９９２年度までの間に、Ox濃度は

人口の多い都市ほど増加率が大であったこと

を述べた（宮本、１９９６）。すなわち、Oxによ

る汚染は京浜・京葉工業地域、中京工業地域

及び京阪工業地域において進行したことを報

告した。

　著者は、光化学反応の原因物質（先駆物質）

である近年のNMHC濃度とNOx濃度の変化に

ついて、前報で次のことを報告した。

　NMHCの濃度は１９８５年度から１９９４年度まで

の間に大都市（３０都市）において下降傾向に

あったことを述べた（宮本、１９９７）。その中で、

NMHC濃度の下降率は１２都市においては

１.０ppmC/年以上であったことを報告した。

　NOxの濃度は１９８５年度から１９９０年度までの

間に自動車の台数およびその走行量の増加に

伴い、大都市において増加したことを述べた

（宮本、１９９３）。とくに、NOx濃度の増加率は

主として京浜地方とその周辺の諸都市、東海

地方の諸都市および阪神地方の緒都市におい

て著しく高かったことを報告した。
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　１９９９年度から２００１年度までの一般環境大気測定局（５４１局）における光化学オキシダン

ト（Ox）の濃度データについて、統計学的な解析を行った。Oxのリスク強度はバックグ
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その後、Oxの濃度は京浜・京葉工業地域、

中京工業地域及び京阪神工業地域の周辺の諸

都市において高くなるようになった。例えば、

埼玉県、群馬県、奈良県、和歌山県等の諸都

市においても高Oxの濃度の出現が多くなっ

た。

　最近では、各工業地域に位置する都市なら

びにそれらの工業都市に接する都市以外の都

市においても、高濃度Oxがみられるように

なっている。とくに、日本海沿岸に位置する

都市において著しく高いOxの濃度の生成が

観測されるようになっている。

　Oxの１時間値が０.０６ppｍを超え、０.１２ppｍ

以下であった測定局の割合は、一般大気測定

局（以下、一般局と記す）においては、１９９６

年度は６１.９％、１９９７年度は６４.８％、１９９８年度

は５２.５％、１９９９年 度 は６５.１％、２０００年 度 は

５６.０％であった。１時間値が０.１２ppｍを超え

た測定局の割合は、一般大気測定局において

は、１９９６年度は３８.０％、１９９７年度は３５.１％、

１９９８年度は４７.２％、１９９９年度は３４.８％、２０００

年度は４３.５％であった。

　すなわち、最近ではOxの環境基準はほとん

ど満足されていない。

　本報告では、１９９９年度から２００１年度までの

間に、先駆物質（NMHCとNOx）よる光化学

反応の影響をほとんど受けない地域における

Oｘ濃度に関する検証を試みた。その結果、

いくつかの知見を得ることができたので、そ

れらについて報告する。

２　方　　法

２.１　解析データ

　１９９９年から２００１年度までに日本全国に設置

されていた一般環境大気測定局（以下、一般

局と略記する）で、３年間連日測定された局

（４４１局）におけるOxに係る濃度データを使用

した（環境省、１９９９～２００１）。

　Ox濃度を示す表現の方法はいくつかある

が、本研究では、昼間の１時間値の年平均値

（ppm）を使用した。

２.２　Oxリスクの評価方法

　本研究では、次の基準値に基づいてOｘの

リスク強度を評価した。

Ⅰ）基準値Ⅰ（算術平均値＋標準偏差×１）

Ⅱ）基準値Ⅱ（算術平均値＋標準偏差×２）

　リスク強度が基準値Ⅱより大きい場合は、

Oxによるリスク強度（Ox濃度）が大である

と評価した。

Ⅲ）基準値Ⅲ（算術平均値＋標準偏差×３）

　リスク強度が基準値Ⅲより大きい場合は、

Oxによるリスクが極めて大であると評価

した。

２.３　原因物質の発生源の地域別分類

１）地域A：京浜・京葉工業地帯、中京工業

地帯および阪神工業地域に位置する市・

町

２）地域B：京浜・京葉工業地帯の周辺の地

域、中京工業地帯の周辺の地域、阪神工

業地域の周辺の地域および北九州工業地

帯の周辺に位置する市・町

３）地域C：工業地域から排出される原因物

質（NMHCとNOx）による影響を受けな

い地域に位置する市・町

３　結　　果

３.１　１９９９年度の場合

　欠測日がなかった一般局における年間のリ

スク強度（昼間の１時間値の年平均値）の算

術平均値は ２９.２４２ であり、標準偏差は４.９８９
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であった。

　リスク強度の大きさが基準値Ⅱ（３９.２２０ppb）

以上であった一般局（２１局）を、表１に降順

に示す。

　表１の中で、基準値Ⅲ（４４.２０９ppb）以上

の局は江津市役所局（島根県江津市） であっ

た（４５ppb）。同局におけるOx濃度は極めて

大であった。

３.２　２０００年度の場合

　欠測日がなかった一般局における年間のリ

スク強度（昼間の１時間値の年平均値）の算

術平均値は２８.３４０であり、標準偏差は４.８４３で

あった。

　強度の大きさが基準値Ⅱ（３８.０２６ppb）以上

であった一般局（１２局）を、表２に降順に示

す。

　表２の中で、基準値Ⅲ（４２.８６９ppb）以上

の局は船川局（秋田県男鹿市：４５ppb）、大田

局（石川県七尾市：４３ppb）および 鹿島局

（石川県鹿島町：４３ppb）であった。これらの

３局におけるOx濃度は極めて大であった。

３.３　２００１年度の場合

　欠測日がなかった一般局における年間のリ

スク強度（昼間の１時間値の年平均値）の算

術平均値は２８.８７５であり、標準偏差は５.０５２で

あった。

　強度の大きさが基準値Ⅱ（３８.９７９ppb）以上

であった一般局（２７局）を、表３に降順に示

す。

　表３の中で、基準値Ⅲ（４４.０３１ppb）以上

の局はなかった。

日本海沿岸の地域における高オキシダント濃度

表１　リスク強度（ppb）が大であった局

強度測定局市区町村都道府県

４５江津市役所江津市島根県

４３大潟阿南市徳島県

４３由岐由岐町徳島県

４２国設箆岳涌谷町宮城県

４２椿阿南市徳島県

４２福島福島町長崎県

４１能登島能登島町石川県

４０勝浦小羽戸勝浦市千葉県

４０西脇小学校和歌山市和歌山県

４０羽ノ浦羽ノ浦町徳島県

４０松浦志佐松浦市長崎県

３９将軍野秋田市秋田県

３９銚子唐子銚子市千葉県

３９大栄奈土大栄町千葉県

３９柏崎柏崎市新潟県

３９氷見氷見市富山県

３９豊田市北部豊田市愛知県

３９津西が丘小学校津市三重県

３９鳥羽高校鳥羽市三重県

３９葺合神戸市中央区兵庫県

３９阿南阿南市徳島県

表２　強度（ppb）が大であった局

強度測定局市区町村都道府県

４５船川男鹿市秋田県

４３大田七尾市石川県

４３鹿島鹿島町石川県

４０前橋南局前橋市群馬県

４０南四日市市三重県

３９安来安来市島根県

３９椿阿南市徳島県

３８北部金沢市石川県

３８西部測定局浜松市静岡県

３８南海団地阪南市大阪府

３８西脇小学校和歌山市和歌山県

３８高鍋保健所高鍋町宮崎県



４　考　　察

　表１より、地域Ａに属する市は豊田市、津

市と神戸市である。地域Ｂに属する市・町は

勝浦市、和歌山市、銚子市、大栄町と鳥羽市

である。地域Ｃに属する市・町は江津市、涌

谷町、阿南市（３局）、由岐町、福島町、能登

島町、羽の浦町、松浦市、秋田市、柏崎市と

氷見市である。

　表２より、地域Ａに属する市は四日市市の

みである。地域Ｂに属する市町は前橋市、阪

南市と和歌山市である。地域Ｃに属する市は

男鹿市、七尾市、鹿島町、安来市、阿南市、

金沢市、浜松市と高鍋町である。

　表３より、地域Ａに属する市は市原市（３

局）、豊田市、津市、河内長野市、和泉市と神

戸市である。地域Ｂに属する市は銚子市、勝

浦市、成田市と鳥羽市である。地域Ｃに属す

る市町は滑川市、由岐町、阿南市（３局）、鹿

島町、大瀬戸町、田平町、七尾市、能登島町、

大田市、喜入町、男鹿市、氷見市と金沢市で

ある。

　表１、２および３より、Oxの濃度が大であ

る市町は地域Cに多い。日本海沿岸に位置す

る市町においてリスク強度が高いことが特徴

的である（秋田県、富山県、石川県、島根県、

長崎県等）。

　また、Oxの濃度が大である市町は地域Bに

もみられる（千葉県北東部、徳島県西部等）

にもみられる。表１、２、３のいずれにおい

ても、地域Aに属する市・町よりも地域Bに属

する市・町の方が多かった。

　原因物質の発生源がほとんどない日本海沿

岸の市町においてOx濃度が高くなる原因と

して、次のことが考えられる。

１）中国、韓国等において発生したNMHCと

NOxが風に乗り東方へ移動したために、日

本の非汚染源地域において高濃度のOxが

生成した。

２）成層圏のオゾン層から沈降・下降したオ

ゾン（O３）により、非汚染源地域および汚

染源の周辺地域においてOx濃度が高く

なった。

　光化学オキシダントに関するリスクは、今

後地球規模的な環境汚染になる可能性がある

と考えられる（若松、２０００）。その理由は、ア

ジア、アフリカ、南アメリカ等の諸国におい

て産業が発展し、多量のNMHCとNOxが発生

することが予想されるからである。
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表３　強度（ppb）が大であった局

強度測定局市区町村都道府県

４４滑川大崎野滑川市富山県

４４由岐由岐町徳島県

４３椿阿南市徳島県

４２鹿島鹿島町石川県

４２雪浦大瀬戸町長崎県

４２田平田平町長崎県

４１大田七尾市石川県

４１能登島能登島町石川県

４１大田大田市島根県

４０銚子唐子銚子市千葉県

４０勝浦小羽戸勝浦市千葉県

４０大潟阿南市徳島県

４０喜入喜入町鹿児島県

３９船川男鹿市秋田県

３９成田幡谷成田市千葉県

３９市原有秋市原市千葉県

３９市原平野市原市千葉県

３９市原奉免市原市千葉県

３９氷見氷見市富山県

３９三馬金沢市石川県

３９豊田市北部豊田市愛知県

３９西が丘小学校津市三重県

３９鳥羽高校鳥羽市三重県

３９三日市公民館河内長野市大阪府

３９緑ケ丘小学校和泉市大阪府

３９北神神戸市北区兵庫県

３９山口阿南市徳島県
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５　結　　言

　本研究では、１９９９年度から２００１年度までの

Oxに関するリスクアセスメントを行った。

　リスク強度（Ox濃度）について、次の結論

を得た。

１）Ox濃度は、日本海沿岸に位置する市町（秋

田県、富山県、石川県、島根県、長崎県等）

において高かった。

２）原因物質の発生源の周辺地域に位置する

市町（千葉県北東部、徳島県西部等）にお

いても、Ox濃度は高かった

　原因物質の発生源がほとんどない日本海沿

岸の市町においてOx濃度が高くなる原因と

して、次のことが考えられる。

１）中国、韓国等において発生したNMHCと

NOxが、風に乗り東方へ移動することによ

り、日本の非汚染源地域において高濃度の

Oxが生成した。

２）成層圏に存在するO３が沈降・下降したこ

とにより、非汚染源地域ならびに汚染源の

周辺地域においてOx濃度が高くなった。
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